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序章 問題の所在および研究の目的

３．研究の材料

５．若者たちの「これから」

3

（注）Drucker（2002）の内容に一部を加え、筆者作成

要因 内容

雇用形態の変化 組織で働く者の半数は、雇用関係のない人たちとなる。

市場の変化 中高年中心の市場となり、健康・意欲・専門知識がカギとなる。

高度の競争社会 知識労働者が働き手の中核となり、高度に競争的な社会となる。

主役の交代 主役の座が知識労働者となる。

保護主義の復活
20世紀には農業が力を失った。今日、製造業が農業に似た道をた

どりつつある。その変化が、新たな保護主義をもたらす。

グローバル企業の未来

今後、グローバル企業のトップマネジメントにとってもっとも重

要な仕事は、従来の現場のマネジメントではなく、「利害当事者

間の利害のバランスをとること」になる。

アメリカンドリーム消滅

アメリカの大部分の国民は「子供は親以上の世代より裕福になれ

そうもなく、成功の機会も少ないだろう」（Patric、2019、邦

訳）と思っている。日本の若者たちに関しては「将来、両親より

もたくさん稼ぐようになると思うか」との質問に日本の16～34歳

が肯定的に捉えている割合は世界各国の若者と比べて最低であっ

た、（Zielenziger、2013、邦訳）とされる。

SDGs、脱炭素
グリーンエコノミー（2030年、2050年まで目標達成というの社会
的課題）

（１）「正答(率)」による評価

令和元年度「生活保障に関する調査」等を材料とする

１．研究の対象

若者たち（大学生）を対象とする

２．研究の主題

若者たちにとっての金融リテラシーの意義を主題とする

（２）若者たちにとっての「これから」と金融リテラシーの意義

序章の要旨：金融リテラシーの達成度を測る基準が設問への『正答(率)』となっている
現状には、見逃されがちな重要な論点が存在する。本論文は、若者たちにとっての金融リ
テラシーの意義を議論の主題とし、「これから」という時間軸を持ち込み、若者たち
一人ひとりがWell-being向上を図るために社会的課題への関わりも視野に入れることが
重要と捉え、考察を行う。

４．重要な論点の所在

論点 ①

論点 ②



（出典）労働政策研究・研修機構（2021）

将来への展望

英国の調査機関 Ipsos Mori が2014

年に行った調査において、日本の30

歳未満の世代からみて「自分たち子

ども世代は親世代より豊かな暮らし

ができるのか」との質問に、「良く

なる」との回答を行ったのは、41%

であった。（連合総研、2019)

参考（１）：日本：親世代の裕福さには追い付かない 4



７．研究の目的

６．議論の鍵: 視点をかえて

論点 ①

（１）若者たちにとっての金融リテラシーの意義の考察
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（１）a) 従来の視点：正答(率)

身に付けて終わりではなく、自分に何がもたらされるか、そして社会にとって何がもたらされるか

＋ b) 従来にない視点： DK（“don't know ” ）に着目

（２） b) 従来にない視点：金融リテラシーを身に付けることの意味、そして若者たちにとっての「これから」 論点 ②

「視点をかえて」とは a) 従来の視点 +   b)  従来にない視点 による議論の展開

具体的には

（２）金融リテラシーの捉え方に対する問題提起

（注）本研究は、金融保険教育に関して、

政策過程論および国際関係論の切り口

から考察するものではない。

社会全体のWell-being

他の分野：DK研究の成果

先行研究 主題 内容（筆者試訳）

Lusardi and 

Tufano(2009)
DKの水準 DK回答者の金融知識：最も低い水準

Sekita(2011) DKの割合 DK回答者の割合についても分析

柳瀬(2017) DKの分析
①DKを誤答と取扱う、②サンプルから除
外、2通りの分析（中島、2018)

先行研究 提唱者 内容

保険毎日新報(1932)
Coolidge
(米国第30代大統領)

青年男女諸君は・・・・自分自身の将来
のため保険を利用してもらいたい

宇沢(1998) 宇沢弘文
教育は・・・・幸福な人生をおく
る・・・・ことをたすける

Duru-Bellat(2021) Marie Duru-Bellat
知識を得るだけでなく豊かな人生を送れ
るように支援する

個人のWell-being ＋
先行文献 内容（筆者試訳）

WHO憲章(1946)
肉体的にも、精神的にも、社会的にも
すべてが満たされた状態にあること

OECD(2017) 個人と社会の経済的幸福を向上

先行研究 内容（筆者試訳）

家森(2016)
知識の水準やその影響を分析で
きる

Tennyson(2011)
設問回答の正答率にて高い、低
いと評価

先行研究 主題 内容（筆者試訳）

Faulkenberry 

and 

Mason(1978)
DKの意味

知識が少ない程、教育水準が低
い程、DK回答が多くなる

Mondak

(2001)
DKの取扱

い
信頼性を損ねるため外れ値とし
てリストワイズ削除する

神林(2005) DKの意味
個人の行動との関連を示す重要
な情報

・・・・・・

・・

達成度を測る指標としては効果的



第Ⅰ章 金融リテラシーの定義：理論的発展の態様 6

１．金融リテラシーの定義の5つのカテゴリー

① 金融概念の知識

② 金融管理の能力

③ 金融の決定のスキル

④ 将来に向け金融計画を立てる

⑤ 自分と社会全体のWell‒being 社会を豊かにし、私たち一人ひとりの人生を豊かにする

２．金融リテラシーの定義の理論的発展の時期区分

Kimiyaghalam and Safari(2015)、

駒村（2015）

① 第1の時期：1990年前後：米・英・日の金融危機：金融リテラシーの重要性

② 第2の時期：21世紀：金融Well-beingの重視

③ 第3の時期：リーマンショック以降：金融リテラシーの達成度の測定

④ 第4の時期： SDGs  2015年の国連サミットにおいて全会一致で採択

⑤ 本論文の文脈：自分のWell-beingと社会的課題を結び付けて捉える

第Ⅰ章の要旨： Houston(2010)は 71本の先行研究をサーベイし、金融リテラシーの定義を
含むものが7本(9.9%)に過ぎないことを明らかにした。本章は、金融リテラシーの定義の
時期区分毎の発展の態様を明らかにし、若者たちにとっての「これから」を考え、若
者たちが金融リテラシーを身に付ける意義を議論の主題とする。



7３．金融リテラシーの定義の理論的発展の態様

① 第1の時期：1990年前後：米・英・日の金融危機：金融リテラシーの重要性

② 第2の時期：21世紀：金融Well-beingの重視

③ 第3の時期：リーマンショック以降：金融リテラシーの達成度の測定の開始

⑤ 本論文の文脈：自分のWell-beingと社会的課題を結び付けて捉える

先行研究 定義（筆者試訳） 該当するカテゴリー

Schagen and Lines(1996) 金銭の管理、金融に関する知識、スキル、態度 ①②③

先行研究 定義（筆者試訳） 該当するカテゴリー

Orton(2007)
金融面のwell‒beingに影響する財務状況につき、分析、管理、コミュニケー
ションする能力。計画を立て、将来のライフイベントのための能力を含む。 ②④⑤

先行研究 定義（筆者試訳） 該当するカテゴリー

Lusardi and Tufano(2009)

個人は金融スキルを必要とする。経済および金融の知識が、貯蓄行動や資産選
択行動に関わる決定に影響を及ぼす。
また、3つの質問を設定し、1000人の被験者のデット・リテラシー測定も行っ
た。

①③

本論文の文脈 該当するカテゴリー

Well-beingを示す内容については、1946年のWHO憲章（前文）に「健康とは、完全な肉体的、精神的及び社
会的福祉の状態であり、単に疾病又は病弱の存在しないことではない」（日本条約第1号、1951）とされて
いる。本論文は、その記載も踏まえて、一人ひとりだけではなく、社会全体が質の良い状態であると認知す
ること、という文脈にて金融リテラシーを位置付ける。

①②③④⑤

先行研究 定義（筆者試訳） 該当するカテゴリー

OECD(2017)
金融概念やリスクに関する知識と理解、そして、その知識と理解を応用し、様々な金融
的な状況で効果的な意思決定を行い、個人と社会の経済的幸福を向上させ、経済生活へ
の参加を可能にするスキル、動機、自信。

①③⑤

④ 第4の時期： SDGs  2015年の国連サミットにおいて全会一致で採択



第Ⅱ章 研究の材料

２．論点②に関わる研究の材料（１）
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① 生活保障調査の個票データ(4,014名）より、＜18-24歳＋学生＞ との属性にてスクリーニング（119名抽出）

（１）第１のライフイベント（就労時）：加入意思表示を求められる制度

１．論点①に関わる研究の材料

（１）生活保障調査：金融保険関係の 6 問から若者たちに関わるデータを抽出

第Ⅱ章の要旨：論点①（正答(率)＋DKに着目）に関わる研究の材料、および論点②（金融リテラ
シーを身に付ける意味＋若者たちにとっての「これから」）に関わる研究の材料（１）ならびに
（２）を明らかにする。

① 団体定期保険 ② 社内預金制度 ③財形住宅および財形年金制度 ④企業型確定拠出年金 ⑤従業員持ち株会制度

② 主観的意識調査の、＜詳しくない＞ との回答にてスクリーニング（97名抽出）

３．論点②に関わる研究の材料（２）

（１）生活保障調査：将来の生活設計に関する質問から若者たちに関わるデータを抽出

① 生活保障調査の119名（ 18-24歳＋学生）のデータより、＜生活設計：はい＞ との回答を抽出（20名）

② 20名のデータより、何年後かを自由記入したデータ（18名）を確認



9参考（２）：生活保障調査：金融保険関係の 6 問

F12(1) 生命保険の保険料は、同じ年齢で比較すると、男女別に差異はない 誤 男女別保険料

F12(2) 定期保険は満期時に満期保険金を受け取れる 誤 定期保険

F12(3) ガン保険加入後、一定期間内はガンにかかっても 正 ガン保険の免責期間

保険金は支払われない

① 保険関係3問

② 金融関係3問

F12(4) 一時的に、1社の株式だけに投資する方が、多くの会社の株式に 誤 分散投資

分散投資するよりも投資収益は安定する 株式投資

F12(5) お金を預ける場合、金利が下降傾向にあるときは固定金利の 正 固定金利

商品が望ましい 預金金利

F12(6) 一般に、利子率が上昇すると債券価格も上昇する 誤 債券価格
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参考（３）：生活保障調査： 6 問の正答率、誤答率、DK率

① 保険関係3問

② 金融関係3問

正答率 誤答率 DK率

保険（１） 学生 34.5 29.4 36.1

全体 51.0 27.4 20.1

保険（２） 学生 37.0 17.6 45.4

全体 21.8 56.7 21.4

保険（３） 学生 25.2 29.4 45.4

全体 39.6 36.4 24.0

正答率 誤答率 DK率

金融（４） 学生 16.8 36.1 47.1

全体 45.4 17.1 37.4

金融（５） 学生 37.0 16.8 46.2

全体 51.4 17.7 30.9

金融（６） 学生 30.2 18.5 51.3

全体 19.2 37.7 43.0



11参考（４）：生活保障調査：主観的意識調査

（エ）あまり詳しくない （オ）まったく詳しくない

Q.49(1) あなたは金融や保険に関しての知識をどの程度お持ちですか

の回答 ＋ 学生（18-24歳） で抽出

参考（５）：生活保障調査：生活設計

Q.2 あなたは、ご自身やご家族の将来をどのようにしたいか、

そのための経済的な準備をどうしたらよいかといった

具体的な生活設計を立てていますか

はい との回答を抽出

SQ.1 それはだいたい何年ぐらい先のことですか

□□年ぐらい先のことまで

（□□は自由記入）

自由記入の回答を集計



第Ⅲ章 研究の方法 12

② クラスター分析の採用

１．論点①に関わる研究の方法（金融保険関係の6つの設問）

① 折半法の採用

目的：折半法により算出された相関係数および信頼性係数により、「正答」を中心に考察し
てきた従来の議論ではなく、「DK」に視点を当て考察することの妥当性を検証する。

概要：金融３問と保険３問との二つに折半し、「正答」、「誤答」そして「DK」に関する相
関係数および信頼性係数を求める「折半法」(安本ら、1981)を採用する。

概要：金融保険関係の６問に関わる回答データを材料とし、「クラスター分析」を採用し、統
計ソフトRを使用し、樹形図の描出を行う。

第Ⅲ章の要旨：論点①に関しては折半法およびクラスター分析を採用し、論点②（１）に
関しては顕示選好および時間選好の考え方を用いる。論点②（２）に関しては、実践の場に
おける金融リテラシーの活用可能性について検討する。

目的：金融保険関係の６問の「正答」、「誤答」そして「DK」を変数とし、それぞれの変
数間の距離という結果( 安本ら、1981)を図示したものは樹形図として描くことができる。そ
の樹形図は変数間の距離をうまく表現しており、変数間の系統性を明らかにしてくれる。
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② 時間選好

２．論点②に関わる研究の方法（１）（将来の生活設計に関する質問）

① 顕示選好（選択の意味）

③ 「顕示選好」および「時間選好」

本論文の文脈からの捉え方

概要：生活保障調査の第２問の「はい」という回答に「顕示選好」の考え方を応用することにより、
将来の生活設計を選択する人、選択しない人、の割合を把握することができる。

目的：「顕示選好」の考え方より、若者たちの現在と将来の生活設計の「バランスに関する価値
観」（仲田、2021)を分析する。将来の生活設計を行っていない若者たちの割合は、金融リテラシー
を身に付けることで将来設計を行う潜在的可能性というベクトルの大きさを示唆している。

概要：生活保障調査の第２問に「はい」との回答に、「何
年ぐらい先のことか？」の質問に対する、具体的な年数を
確認した。目の前のことより将来のことを考えるという人

生設計、すなわち「時間選好」の考え方を、その年数に適
用し応用する。

目的：将来の生活設計に肯定的な若者たちにとって、はた
してその将来とは何年ぐらい先なのか、を確認することが
目的である。

目的：若者たちの二つの選好結果を通じて、さらなる考察につなげる。

時間選好性をKenneth J. Arrowが説明

する。

「基本的な論点は、未来に対してど

の程度関心をもつかということです。

つまり現在に対してどの程度未来に重

点をおくかということです」（宇沢、

國則、1997、p.9）。
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② 社内預金制度（意思表示による自由加入）

３．論点②に関わる研究の方法（２）（就労し加入意思表示を求められる制度）

① 団体定期保険（意思表示による自由加入）

制度の概要：団体定期保険（Bグループ）は、一般的に保険料が割安であり、告知も簡単で加
入しやすいうえ、剰余金が生じた場合には配当金が支払われるなど加入者にとってメリット
のある保険である。

制度の概要：制度に加入すれば、会社が給料から天引きして積み立てがなされる。通常金利より高
く設定されており、利用価値はある（西村、2016）。

③ 財形住宅制度および財形年金制度（意思表示による自由加入）

制度の概要：勤労者財産形成貯蓄と呼ばれるもので、一般財形制度以外に住宅取得を目的とする財
形住宅制度、および基本的に60歳以降に年金として受け取ることができる財形年金制度がある。財
形住宅制度および財形年金制度についは、両者を合わせて550万円までは非課税扱いとなる（西村、

2016）。

④ 企業型確定拠出年金制度（商品組み合わせ・選択につき自由裁量）

制度の概要：会社が責任を負うのは掛け金の拠出までで、資産運用は個々人の判断で行う。掛け金
や運用期間中の運用益も非課税である（山崎、2021)。

⑤ 従業員持ち株会制度（意思表示による自由加入）

制度の概要：生従業員が自社株を積み立て購入することを支援する仕組み。申し込めば、給与や賞
与から一定額を天引きし、自社株を買い付けてくれる。東京証券取引所の調査では上場企業の約9割
が持ち株会を設けている。最大のメリットは、持ち株会を実施する企業の約97％が採用する「奨励

金」。購入時に会社が一定の割合で購入金額を上乗せしてくれる（大松、2021）。

下記①、②、③、⑤の加入に向けての意思表示および④に関わる商品組み合わせ・選択に際し、生活保障調査の6つの設問のどのポイントを

活用できるか、金融リテラシーのカテゴリーの①ー⑤をどのように活用できるかについて整理する。



第Ⅳ章 結果と解釈

① 結果

１．論点①に関わる結果と解釈（金融保険関係の6つの設問）

（１）折半法

第Ⅳ章の要旨：論点①に関する解析の結果、DKおよび誤答に焦点をあてて考察を行う
ことが合理的であり、論点②（１）に関する分析の結果、若者たちが将来の生活に価値
を見出している割合が低いこと、および「これから」についても10年程度の先のことし
か生活設計を行っていないこと、さらに論点②（２）の実践の場における意思表示に関
する考察の結果、測定される知識の理解度や達成度だけでなく、能力、スキルに加え、
自分のWell-beingと社会的課題を結び付けた判断が求められるという解釈を行った。

② 解釈

（２）クラスター分析

① 結果
② 解釈
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相関係数 信頼性係数

正答（率） 0.3563 0.5254

誤答（率） 0.7888 0.8819

DK（率） 0.9002 0.9475

DK(率)の相関係数および信頼性係数が、３つの尺

度の中で最も高いことから、金融３問および保険３

問に関する問の回答に関し、DKに焦点を当て考察を

行うことが最も合理的である。

Rにより描出した樹形図(Cluster Dendrogram)が、DKと

誤答との距離が近いことを示している。

描出の結果は、金融保険関係６つの設問に関する回答

の考察に際し、まずDKと誤答とに焦点を当て考察を行う

ことが合理的であるという解釈を可能にする。

正答

誤答DK

Cluster Dendrogram



（１）顕示選好

（２）時間選好

16２．論点②（１）に関わる結果と解釈

① 結果
② 解釈

① 結果

② 解釈

生活保障調査の第2問（将来に対する生活設計を立てている

か）に対して「はい」と回答した若者たち119名のうちの20名

（16.8%）という数値は、現在と将来を比べ、将来の生活に価

値を見出していることを示している。

将来の生活設計を行っていない若者たちの割合（約83%）

は、金融リテラシーを身に付けることで将来設計を行う潜在

的可能性というベクトルの大きさを示唆している。
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何年先まで考慮しているか

時間選好 さらに、生活保障調査の同設問の「生活設計は何年

ぐらい先のことまでか」について具体的に記入回答

を依頼する継続問いに対し、 20名のうち18名の回答

が右グラフの通りである。約半数の8名が10年先との

回答を行っている。10年先ということは、28歳～34

歳ということである。

この結果は、若者たちにとって「これから」とい

うことを目的意識をもって主体的に捉えない限り、

近い将来(10年先)のことしか考えないということを示

している。



17３．論点②（２）に関わる結果と解釈

① 結果

② 解釈

図表Ｘ． 就労後に加入意思表示を求められる制度 （筆者作成）

項番 制度名
6つの設問 筆者が提唱する、是認(may)し意思表示のため活用できる認知枠

活用可否 活用知識 ①金融知識 ②管理能力 ③スキル ④金融計画 ⑤Well-being

1団体定期保険 〇 定期保険 〇 ー 〇 ー 〇

2社内預金制度 × ー 〇 〇 ー ー 〇

3財形住宅制度・財形年金制度 × ー 〇 ー 〇 〇 〇

4企業型確定拠出年金制度 〇 分散投資 〇 〇 〇 〇 〇

5従業員持ち株会制度 × ー 〇 〇 〇 ー 〇

生活保障調査の6つの設問に関しては、1. 団体定期保険に関して定期保険についての金融リテラシーを、加入する

か否か判断に活用可能であり、そして、4. 企業型確定拠出年金制度における商品選択に際して分散投資についての

金融リテラシーを活用可能である。

金融リテラシーの定義の5つのカテゴリーに関して、すべての制度に活用可能なのはカテゴリー①および⑤である。

カテゴリー①は項番 1.～5.の各制度への加入もしくは商品選択に、カテゴリー⑤は、自分のWell-beingと社会的課

題を結び付ける判断に、活用可能である。

とりわけ、カテゴリー⑤は、社会的課題であるSDGsが若者たちの間で急速に認知度が増していることから、今

後、若者たち自らのWell-beingの実現との間に強い関わりを持って位置づけられるようになると考える。



第Ⅴ章 結論

（２）論点②（１）について（顕示選好および時間選好）

第Ⅴ章の要旨：本章においては、視点をかえて考察したことについて、および、研究

の目的（１）ならびに（２）について総括し、そして理論的貢献、示唆ならびに今後

の課題についてのまとめをおこなう。
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（１）論点①について（折半法およびクラスター分析）

生活保障調査の金融保険関係設問の回答結果を折半法およびクラスター分析にて解析した結果、
DKならびに誤答という回答に着目することが合理的であるとの解釈を導き出した。これは、従来
の視点（正答に着目）に加えて、新たな視点（DKおよび誤答）にも着目することの妥当性を示し

ているものである。若者たちにとっての金融リテラシーの意義の考察に関して、とりわけ回答結
果に多くの割合を占めるDKに着目することとした点に、本論文の理論的貢献があると考える。

生活保障調査の設問の回答結果を顕示選好ならびに時間選好の考え方について分析した結果、若
者たちが自分たちの将来に確信ともいえるものを抱いていないこと、および自分たちの老後といえ
る年代までも見通した対応もおこなっていないとの解釈を導き出した。

2022年4月より高校における金融教育にて「生涯の収支計画」を考えることが盛り込まれており、
そのような教育を受けた若者たちの世代には、顕示選好も時間選好も変化することが期待される。

（３）論点②（２）について（５つの制度加入の意思表示）

加入するか否かの判断の根拠として、金融リテラシーのカテゴリー①および⑤、ならびに①～⑤
を活用することが、若者たちにとって合理的である、との解釈を導き出した。

１．視点をかえて考察した結果について



３．若者たちにとっての金融リテラシー

Well‒beingの形や内容は若者たち一人ひとり違っている。したがって、DKであれ誤答であれ、

自分自身の解を問い尋ね、金融リテラシーのカテゴリー①だけでなく、①～⑤を使い切る力をもつ
こと、それこそが金融リテラシーの自立した使い手になるということである。

19

特に本論文が着目する金融リテラシーのカテゴリー⑤は、若者たちに自分のWell-beingと社会全
体のWell-being、そしてSDGsという社会課題とを結びつける有力なものとなるであろう。

論点②

２．「正答(率)」による評価 論点①

（１）正答＝設題側の視点に沿った回答⇒若者たちにもたらす正解志向（高部、2020)

正答を求めることは、若者たちに権威の側から正解を求めている（高部、2020)ものといえる。

「十代後半の若者たちがもっている、資質、才能、夢(アスピレーション)はきわめて多様、異質で
あって、一つの基準によって、順序づけたり、判断することはできない」と宇沢（1998）が述べ、
Keynes（1941、邦訳）も「意見が種々異なることが重要である」とする。本論文は、若者たちに

とっての「これから」に重要な鍵となるのが、自分で考え自分のために、および社会的課題も視野
に入れ切り拓くことだと考えており、金融リテラシーという主題もその埒外ではないと考えている。

（２）模範解答

坂井（2021)は「人生や社会の諸問題・・・・模範解答などどこにもありはしない」と述べる。
実践の場面では、金融リテラシーのカテゴリーの①だけでなく②～⑤も含めた活用が求められる。



５． 示唆：カテゴリー①だけでなく②～⑤の重要性

４．理論的貢献：（DKに着目：絶えざる「問いかけ」）

中村(2007)は「対象の全体像をつかむには、あるときは自分の側から、あるときは相手側か

ら、・・・・、というふうに視点をかえてものを見ることが必要だ」と視点を変えることの意義に
ついて述べている。

本論文は、正答(率)＝設題者からの視点、DKおよび誤答＝回答者の視点、と捉え考察を行い、

自分としての解を持つことの重要性を明らかにした。自分の解を見出すため問い続けることは、若
者たちにとっての生きる力に資すると考える。
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カテゴリー⑤は、若者たちに、自分のWell-beingと社会全体のWell-being、そしてSDGs・脱炭素
という社会課題とも結びつける有力なものとなるであろう。

＜事例＞ 企業型確定拠出年金制度
金融保険6問の中の＜分散投資＞に関する知識は商品選択の意思決定に役立つ。しかし、パフォーマン

スの維持・確保のためには、カテゴリー②（管理）、すなわち、定期的なポートフォリオの見直しが必
要である。
また、若者たち自らのWell-beingと社会全体の課題を結び付けて捉え、商品選択を行うためには、カテ

ゴリー⑤を身に付けていることは、とても重要となる。

理論的貢献（１）： DKに着目（絶えざる「問いかけ」）

理論的貢献（２）： 金融リテラシーの定義の史的発展と5つのカテゴリー

金融リテラシーの定義の時期区分毎の発展の態様を、該当する5つのカテゴリーにより分
析することにより明らかにした。 5つのカテゴリーを活用することは、若者たちにとっての
「これから」を考え、若者たちが金融リテラシーを身に付ける意義の考察に資すると考える。



（出典）日本経済新聞 「Z世代サステナブル意識調査」

参考（６）：若者たちのSDGｓに対する関心の高さ 21

「『とてもあてはまる』はいずれもZ世代の方が高い」日本経済新聞(2021)



７．金融リテラシー研究の今後の展望

金融行動（活用する）には、「問い」を立てることから始めよう

６．本研究の限界

（１）時間選好性に関するサンプルサイズが限定的であること

（１） 若者たちへのキーワード

（２）政策過程論の視点から金融リテラシーを主題に考察を行わなかったこと

（２）社会全体のWell-beingに関心をもっている若者たちの増加
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金融リテラシーの捉え方：若者たちが身に付けることにより社会全体に良い影響を与える。

そういう効果が期待できる。「Ｚ世代がお金を動かす時代」(小木曽、2022)の到来。

田中(2020)が述べる「答えられないということは、問われているものの否定にはならない」という言葉か
ら、金融リテラシーの活用に向けて若者たち自身の行動変容が重要である、との指摘が可能になる。

伊達公子は「日本の教育は正解を求めがち。正解がどうこうでなく、自分で考え、行動させる大切さ」(原、
2021)を養うことである、と述べる。

橋本(2001)は「わからないは、スタート地点」とし、わからないに対応する方法は「自分の頭に問うこと
だけ」とする。佐伯胖(1975)は「『わかる』とは『絶えざる問いかけを行う』ことである」と述べる。

社会課題の解決：自分のお金だけでなく、社会に循環する資金全体が社会課題の解決に向

かう意義と、そのための「解」を自らの力で導き出すという意義。
研究の目的（１）

研究の目的（２）
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